
③  社会福祉法人会計基準以外の会計基準を採用している者 【 文書指摘 ： Ｃ、 口頭指導 ： Ｂ、 その他（助言） ： Ａ 】

　
適用している会計基準  

　①学校法人会計　　　 ②企業会計　　 ③公益法人会計
  ④その他(                               )

　 　

１　一般事項
（管理組織の
確立）

経理規程を制定しているか H12年児発471号(社会福祉
施設共通)第2-1-(2)

経理規程の制定の有無及び内容を確認

経理規程を制定すること Ｃ

経理規程は会計処理に必要な
事項が定められているか

経理規程 経理規程から確認
経理規程の内容に不備があるので、規定
の是正を行うこと

Ｂ

会計事務処理における役割を
明確にした内部牽制組織が確
立されているか

H12年児発471号(児童福祉
施設)第2-1-(2)－カ

監査調書、辞令書控え、運営規程等の事務分掌から、役割分担を検証 法人における予算の執行及び資金等の管
理に関しては、あらかじめ会計責任者を定
めること

Ｂ

会計責任者及び出納職員が任
命されているか

H12年児発471号(児童福祉
施設)第2-1-(2)－カ

辞令書控え等から確認

会計責任者及び出納職員を任命すること Ａ

現金の保管責任が明確にされ
ているか

H12年児発471号(児童福祉
施設)第2-1-(2)－カ

保管方法等を確認
現金の保管は、会計責任者又は出納職員
に限定すること

Ｂ

法人印、代表者印、銀行届出
印の管理者が定められ、管理
が適正に行われているか

H12年児発471号(児童福祉
施設)第2-1-(2)－オ

保管方法等を確認
法人印等の管理は管理責任者を定め、管
理は施錠のできる金庫等で保管すること

Ｂ

２　経理事務
　（1） 小口現
金

小口現金は、経理規程に規定
されているか

経理規程 経理規程から、次の規定を確認
  ①　小口現金取扱方法
  ②　限度額 : 経理規程第　　　条　〔　　　　　　　区分ごとに　　　　　　　万円〕
  ③　精算手続き

小口現金の限度額は、経理規程に規定す
ること

Ｂ

小口現金出納帳を作成してい
るか

経理規程 小口現金出納帳により、その作成を確認 小口現金の出納記録及び資金残高の確
認を行ううえで、小口現金出納帳を作成す
ること

Ｂ

小口現金は、経理規程に定め
る限度額の範囲内となっている
か、保管方法等は適切か

経理規程 小口現金出納帳、支払いに係る証憑書類から、小口現金の保管金額を確認
小口現金は経理規程に定める限度額の範
囲内とすること

Ｂ

小口現金は、毎月末日に精算
を行い、主要簿へ記帳が行わ
れているか

経理規程 小口現金出納帳、総勘定元帳から確認
小口現金は、毎月末日に精算を行うととも
に、主要簿へ記帳すること

Ａ

　(2)　収入事務 金銭の収納は領収書を発行し
ているか

経理規程 伝票、領収書（控）から、適切に発行しているか検証
金銭の収納は領収書を発行すること Ｂ

領収書は管理を厳格に行うため予め一連
番号を付すること

Ａ

領収書を書損した場合は、適切に保存す
ること

Ａ

点 検 手 続 等項    目 着   眼   点 根拠法令等

領収書は適正な管理が行われ
ているか

経理規程 勘定科目「利用料収入」、「雑収入」、仕訳伝票と照合
　①　一連番号を付している
　②　全ての控を保存（一連番号により確認）
　③　書き損じの保存

主　な　指　導   事　項
指導
区分
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点 検 手 続 等項    目 着   眼   点 根拠法令等 主　な　指　導   事　項
指導
区分

入金した金銭は、経理規程に
定められた日数以内に金融機
関に預け入れているか

経理規程 経理規程、伝票、預金通帳から、収入日、預入日を照合

　　　　　　　　　　経理規程第　　　　条　〔収入後　　　日以内〕

入金した金銭は、経理規程に定める期限
内に金融機関に預け入れること

Ｂ

日々の現金残高の照合を行っ
ているか

経理規程 現金出納帳・:現金残高金種表等から、入金当日の現金残高の照合を確認

 【預入の手続未了の現金】
　  小口現金勘定とは別に現金勘定を設けて金種別に管理されていること

出納職員は、毎日の現金出納終了後、現
金残高と帳簿残高を照合し、会計責任者
に報告すること

Ｂ

関係諸帳簿は、適正に整備運
用されているか

経理規程 会計帳簿、証拠書類の記入・保管・整理の状況を検証
　① 主要簿　仕訳日記帳、総勘定元帳
　② 補助簿　小口現金出納帳、固定資産台帳等、経理規程で定めたもの
　③その他の帳簿　会計伝票、月次試算表、予算管理表

会計帳簿は適正に整備及び管理すること Ｂ

会計伝票に会計責任者の承認
（印・サイン）を受けているか(収
入及び支出は、決裁行為に基
づいているか)

経理規程 会計ソフトにより処理されている場合等、伝票に承認印を得がたい事由がある場
合は、経費の支出伺、物品購入伺、収入調定伺等から、当該取引に承認（印・サ
イン）があることを確認

会計伝票は会計責任者の承認（印・サイ
ン）を得ること

Ｂ

会計伝票は適正な管理が行わ
れているか

会計伝票から確認
　①　一連番号を付しているか
　②　日付順に起票されているか

会計伝票は管理を厳格にするため、一連
番号を付し日付順に起票すること

Ａ

保育所を経営する事業につい
て収支計算書、損益計算書が
作成されているか

H27年広島市私立保育所設
置認可要綱
H12年児発第295号

事前提出資料から確認
収支計算書又は損益計算書において、保
育所を経営する事業に係る区分を設ける
こと

Ｂ

計算書類は適正に提出されて
いるか(会計年度終了後３ヶ月
以内)

H27年広島市私立保育所設
置認可要綱
H12年児発第295号

事前提出資料から確認
①前会計年度末における貸借対照表　②前会計年度の収支計算書又は損益計
算書　③積立金・積立資産明細書　④企業会計の基準による貸借対照表(流動
資産及び流動負債のみ記載)　④借入金明細書　⑤基本財産及びその他の固定
資産(有形固定資産)明細書

※適用する会計基準により、作成する計算書類、明細書が異なる

広島市私立保育所設置認可要綱に定めら
れた計算書類を作成(提出)すること

Ｂ

　(5)　明細書 明細書は作成されているか H27年広島市私立保育所設
置認可要綱
H12年児発第295号

明細書により確認
①積立金・積立資産明細書(すべての設置者)
②借入金明細書及び③基本財産及びその他の固定資産(有形固定資産)の明細
書(企業会計基準の設置者)

※適用する会計基準により、作成する明細書が異なる
 

○○明細書を作成すること Ｂ

(6)　計算書類
等の整合性

資金収支計算書、事業活動収
支計算書(損益計算書)の計数
等の整合性は適正か

会計基準
前年度繰越支払資金は前年度決算書の
翌年度繰越支払資金と一致させること

Ｂ

　 前年度繰越繰越収支差額は前年度決算
書の翌年度繰越収支差額と一致させるこ
と

Ｂ

　(3)　会計帳簿

  (4) 計算書類

次のとおり一致しているか確認
【学校法人会計基準】
①前年度繰越支払資金
        ＝前年度決算書の翌年度繰越支払資金
②前年度繰越収支差額
       ＝前年度決算書の翌年度繰越収支差額
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点 検 手 続 等項    目 着   眼   点 根拠法令等 主　な　指　導   事　項
指導
区分

(6)　計算書類
等の整合性

貸借対照表の計数等の整合性
は適正か

会計基準 次のとおり一致しているか確認
①資産－負債＝純資産
②流動資産－流動負債＝当期末支払資金残高（Ｃ/Ｆ）
※ １年基準により固定資産又は固定負債から振り替えられた流動資産・流動負
債、引当金、棚卸資産（貯蔵品は除く）は、除く

純資産額は資産から負債の差引額と一致
させること

Ｂ

　 当期末支払資金残高は適正か H27年府子本第254号3-(3) 【企業会計基準による処理】
支払資金は、企業会計の基準による貸借対照表の流動資産及び流動負債とし、
その残高は流動資産と流動負債の差額とする。また、当期末支払資金残高から
前期末支払資金残高を差し引いた額が、当期資金収支差額合計となる。

当期末支払資金残高は流動資産から流動
負債の差引額と一致させること Ｂ

３　予算 予算は、定款及び経理規程の
定めに従い適正に編成されて
いるか

経理規程 経理規程、予算書から確認
予算は経理規程の定めに従い適正に編成
すること

Ｃ

予算が適正に執行されている
か

経理規程 資金収支計算書から確認
予算の執行に当たっては適正に行うこと

Ｃ

経理規程 積立金・積立資産明細書 当期末に収支残高が見込まれ、積み立て
を行おうとする場合は、予め予算措置を行
うこと

B

補正予算は、補正予算執行前
に編成し、あらかじめ理事会等
の承認を得ているか

経理規程 資金収支計算書から確認

予算に変更を加える必要がある場合は、
補正予算を編成し理事会等の承認を得る
こと

Ｃ

４ 月次報告 月次試算表が作成され、予算
の執行状況が把握されるととも
に、代表者まで報告され、決裁
を受けているか

経理規程 月次試算表から、会計責任者の確認印、報告年月日、代表者の決裁の状況を
確認
月次報告書提出　　　：　経理規程第　　　条　〔翌月　　　　　日〕
　※ 月毎の支払資金の変動状況等にも留意
　※ 会計責任者が月毎の支払資金の有高を確認していること

会計責任者は、月次試算表を作成し経理
規程に定められた日までに、代表者へ報
告するとともに、承認を得ること

Ｂ

５  決算
　(1)　決算手続

決算の手続きは経理規程等の
定めに従い適正に行われてい
るか

経理規程 経理規程から、決算事務の規定を確認
決算報告書から、決算の手続きを検証
①資産が実在し、評価が正しく行われている　②すべての負債が計上されている
③未収金、前払金、未払金、前受金、貯蔵品の計上　③減価償却費の計上
④引当金の計上及び戻入　⑤その他の積立資産の積立及び取崩

決算整理事項は適正に処理すること Ｃ

計算書類、明細書、会計帳簿
等が整備され、保存されている
か

経理規程 整備・保存状況を確認
　計算書類、主要簿、補助簿、その他の帳簿、証憑書類：10年保存

計算書類等及び会計帳簿は適正に整備、
保存すること

Ｂ

６　資産
　(1)  預貯金

資金は、安全確実な方法で管
理・運用されているか

H27年府子本第254号4-(1) 預金通帳、証書、管理・運用方法を確認
資金運用は、安全確実な方法により運用
に努めること

Ｂ

預金残高は、毎月末、金融機
関の残高と帳簿残高を照合し
ているか

 会計責任者は、毎月末の預金残高と帳簿残高を適切に照合し、確認しているか
預金は、毎月末日の預金残高と帳簿残高
を照合し確認すること

Ｂ
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点 検 手 続 等項    目 着   眼   点 根拠法令等 主　な　指　導   事　項
指導
区分

決算書の預金残高は、残高証
明書、預金通帳等と一致してい
るか

 金融機関の残高証明書＝預金通帳、預金証書
決算書の預金残高は、残高証明書、預金
通帳等と一致させること

Ｂ

当座預金がある場合は、未決
済小切手が調整されているか

 財産目録等により、当座預金口座の有無、未決済小切手に係る調整状況（当座
預金残高調整表）を検証

　　　　　　　　　　当座預金　　□ 有 ・ □ 無

未決済の小切手について、預金残高の調
整を行うこと

Ｂ

預金利子は、もれなく計上され
ているか

 収支計算書（受取利息配当金収入）等から、確認
預金利子は、収入の会計処理を行うこと Ｂ

　(2)　有価証券 有価証券、投資有価証券は、
有価証券台帳、手元保管の有
価証券、決算日現在の保護預
り証明書と一致しているか

H27年府子本第254号4-(1) 貸借対照表、有価証券台帳、決算日現在の保護預り金証明書を突合し、一致を
確認 有価証券又は投資有価証券は、保護預り

証明書等と一致させること
Ｂ

　 有価証券の評価は、経理規程
に定める方法で適正に行われ
ているか

 経理規程、有価証券台帳、計算書類に対する注記（重要な会計方針）から確認
 　※　満期保有目的以外の有価証券で市場価格のあるものは、時価でＢ／Ｓ価
額とする
 　※　満期保有目的の債権で、券面金額より低い・高い価額で取得し、差額が金
利の調整と認められるものは償却原価法で算出した価額をＢ／Ｓ価額とする

有価証券の評価額を適正に行うとともに、
評価額の変更に伴う会計処理を行うこと

Ｂ

保有している有価証券につい
て配当金が計上されているか

 計算書類（受取利息配当金収入）等から、確認
配当金は、収入の会計処理を行うこと Ｂ

投機性のある有価証券を保有
していないか
　【保育園・措置施設の運営
費】

Ｈ27年府子本第254号4-(1) 株式投資、商品取引等リスクが大きいものは不可
保有する有価証券の種類
（国債・市債・株式・投資信託・　         　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　 株式等保有　　□ 有 ・ □ 無

投機性のある有価証券は、安全確実でか
つ換金性の高い金融商品に変更すること

Ｃ

有価証券の売却による利益・
損失が計上され、その額は取
引明細書と一致しているか

 総勘定元帳、有価証券台帳、取引明細書から確認
有価証券の売却益、損失額は、適正に計
上すること

Ｂ

　 有価証券の時価と帳簿価額の
比較表が作成され、代表者に
報告されているか

 有価証券台帳、有価証券比較表、計算書類に対する注記(満期保有目的の債権
の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益）から確認
　※ 比較表の作成：９月末日、３月末日、必要と思われる時

有価証券の時価、評価損益を適正に把握
すること

Ｂ

　(3)　未収金 未収金の内容は適正か 会計基準 未収金台帳、契約書等により、処理状況を確認及び検証
未収金は適正に計上すること Ｂ

未収金は、遅滞なく回収されて
いるか

会計基準 総勘定元帳により確認 未収金は遅滞なく回収を行うとともに、や
むを得ず回収できないものは適正な会計
処理を行うこと

Ｂ

　(4)　立替金、
仮払金、前払
金

立替金、仮払金、前払金の内
容は適正か（収支予算に基づ
かない支出であるため、真にや
むを得ないものか発生原因を
確認する。）

会計基準 総勘定元帳により確認
　 ※　月次試算表から有高の確認
 　※　聴き取りにより本来の勘定科目、精算の時期を確認 立替金、仮払金、前払金は適正に計上す

ること
Ｂ

立替金、仮払金、前払金は速
やかに精算が行われているか

会計基準 総勘定元帳等により精算時期を確認
立替金、仮払金、前払金は遅滞なく精算を
行うこと

Ｂ
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点 検 手 続 等項    目 着   眼   点 根拠法令等 主　な　指　導   事　項
指導
区分

　(5)　貸付金 他の事業区分への貸付金が年
度末に存在していないか
（年度内に精算されているか）

Ｈ27年府子本第254号4-(2) 計算書類から資金使途制限通知等の違反がないか確認

 　※　保育所委託費の本部経理区分への貸付は、人件費支出及び事務費支出
に相当する経費 貸付金は、遅滞なく回収すること B

 期中において他の事業区分へ
の貸付金が存在する場合、経
営上止むを得ないものか

Ｈ27年府子本第254号4-(2) 計算書類、総勘定元帳により確認

貸付金は、遅滞なく回収すること B

　(6)　固定資産 固定資産は、すべて固定資産
管理台帳に記載されているか

会計基準 固定資産取得支出に係る伝票、固定資産管理台帳を確認するとともに、必要に
より実地に検証
施設に必要のない物が含まれていないか用途の確認（例：公用車の私用）

固定資産は、固定資産管理台帳と一致さ
せること

Ｂ

固定資産の評価額は適正か 会計基準 原則 ： 取得価額
通常の価額より著しく低い額で取得又は贈与された場合 ： 通常取得に要する額
交換 ： 交換に対して提供した資産の帳簿価額

固定資産の評価額は、適正な価額とする
こと

Ｂ

  (7)  その他の
固定資産(積立
資産）

各積立資産は、その他の固定
資産（積立資産）に、目的を示
す名称を付して計上しているか

Ｈ27年府子本第254号4-(1) 計算書類、積立金・積立資産明細書から、処理状況を確認

   ※  保育所にあっては「人件費積立資産」・「修繕積立資産」・備品等購入積立
資産」

その他の固定資産の積立資産は、銀行、
郵便局等への預貯金等安全確実でかつ
換金性の高い方法で管理・運用すること

Ｂ

  (8)   リース資
産

ファイナンス・リース取引につい
て売買取引に係る方法で処理
しているか

会計基準 計算書類、総勘定元帳から確認
　
   ※ 利息相当額の各期への配分は、原則利息法（利息相当額をリース資産と
区分し各期に配分）

リース資産、リース債務は適正に計上する
こと

Ｂ

７　負債
　(1)  未払金

未払金の内容は適正か 会計基準 計算書類、未払金台帳、契約書等から、処理状況を確認
　※ 物品等の引き渡しを受けたり役務の提供が完了し、支払の債務が確定して
いるか。特に、期末は詳細に確認する

未払金は適正に計上すること Ｂ

未払金は遅滞なく処理されてい
るか

会計基準 処理が遅れている場合、原因を確認する。（経営悪化の可能性有り）
　 ※   長期間にわたり未処理となっているものはないか 未払金は遅滞なく処理すること Ｂ

  (2)  仮受金、
預り金

仮受金、預り金の内容は適正
か

会計基準 計算書類、仮受金・預り金台帳から、処理内容を確認
仮受金又は預り金は適正に計上すること Ｂ

仮受金又は預り金の精算が遅
滞なく行われているか

会計基準 総勘定元帳から確認 仮受金又は預り金は遅滞なく精算をするこ
と

Ｂ

  (3)  借入金 法人の借入金は、理事会等で
審議され議決しているか

 監査調書、議事録等から確認

　　　　　　　　　　【償還計画の有無】　　□　有　・　□　無
借入金は理事会等で審議の上、議決を得
ること

Ｃ

借入は目的に応じて適正な事
業区分で処理されているか

 借入金明細書等から、資金借入の内容、管理状況を確認
借入金は借入目的に応じた事業区分に計
上すること

Ｂ

法人への寄附を前提に幹部職
員の給与額を設定して、当該幹
部職員がその一部を法人へ寄
附することにより、借入金の償
還を進めていないか

Ｈ27年府子本第255号9 当該幹部職員の給与が職務に応じた適正な給与額か、他の職員に比べ著しく高
額なものでないか確認（保育園のみ）

法人への寄附を前提に幹部職員の給与額
を設定しないこと

Ｃ

会計5 



点 検 手 続 等項    目 着   眼   点 根拠法令等 主　な　指　導   事　項
指導
区分

　(4)  引当金 貸倒引当金(徴収不能引当金)
の計上は適正か

会計基準 計算書類から確認
徴収不能のおそれがあるものは、当該徴
収不能の見込額を貸倒引当金(徴収不能
引当金)に計上すること

Ｂ

退職給付引当金の計上は適正
か

会計基準 計算書類から確認
将来支給する退職金について、当該会計
年度の負担に属すべき金額は退職給付引
当金に計上すること

Ｂ

賞与引当金の計上は適正か 会計基準 計算書類から確認
次年度の賞与について、当該会計年度の
負担に属すべき金額は賞与引当金に計上
すること

Ｂ

８  繰越欠損 欠損金（翌年度繰越収支差額
が赤字）が生じていないか、過
大な計上となっていないか

会計基準 欠損金（翌年度繰越収支差額が赤字）の有無、その原因の分析、今後の対応策
の有無を確認

   　　　　　　　　 欠損金の有無　　□ 有 ・ □ 無

経営基盤の強化を図るとともに、事業経営
の透明性の確保を図ること

Ｂ

９　収入
　(1) 利用料収
入

延長保育・一時保育利用料及
び私的契約児（定員に空きが
ある場合に限る）利用料の取扱
いは適切か

会計基準 監査調書、出席簿、利用実績簿等から、有無を確認
ある場合には利用料の領収書から徴収状況を確認

　　　　　　　　　　　　□ 延長保育・□ 一時保育 ・ □ 私的契約

利用料収入は証ひょう書類に基づき適正
に収入すること

Ｂ

 (2) 雑収入(職
員給食)

職員給食を実施している場合、
実費を徴しているか

会計基準 給食単価と徴収単価を比較検討(徴収単価≧一人当たり材料購入単価)

　　　　　　　　　　　　　　職員給食　　□ 有 ・ □ 無 職員給食を実施する場合は、実費徴収を
行うこと

Ｂ

10 収入及び支
出の配分

事業区分に共通する収入及び
支出を合理的な基準に基づい
て配分しているか

会計基準 収入及び支出の項目ごとに、その発生に最も密接に関連する量的基準（人数、
時間、面積等）を選択して適用する 事業区分に共通する収入及び支出は、合

理的な基準に基づいて経理処理を行うこと
Ｂ

11  支出
  (1)  支出事務

請求書・関係書類に基づき、支
出しているか

会計基準 伝票、請求書等関係書類を照合し、支出の正当性を検証
適法な請求書等に基づき、適正に支払い
を行うこと

Ｂ

　(2)  人件費 人件費の支出額と給与（賃金）
台帳上の支給額は一致してい
るか

会計基準 会計伝票、給与台帳、社会保険料等から、次の事項を確認
①　人件費の各勘定科目ごとに、給与台帳上の支給合計額と一致
②　給与台帳上の所得税、住民税の額は、領収書の額と一致

人件費の支出額と賃金台帳上の支給額は
一致させること

Ｂ

  (3)  旅費 旅費規程が整備され、規定ど
おりに支給されているか

会計基準

旅費規程を整備すること Ｂ

旅費規程に基づき適正に支給すること Ｂ

旅行命令簿、旅費規程、勘定科目「旅費」の仕訳伝票から、次の事項を検証
①  旅費規程（支出基準）作成
②  旅費規程（基準）に基づく支出
③　計上した事業区分の事業用務に係る旅費となっていること

　　　　　　　　旅費規程　　　□ 有 ・ □ 無
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点 検 手 続 等項    目 着   眼   点 根拠法令等 主　な　指　導   事　項
指導
区分

12  減価償却
費

減価償却費は適正に計上され
ているか

会計基準 固定資産管理台帳等を確認
　 耐用年数が1年以上、かつ1個(組)が10万円以上の有形・無形固定資産が対
象
　 残存価額は原則ゼロ。備忘価額1円まで償却可。無形は残存価額ゼロ円
　 複数の事業に共通する減価償却費は、面積、人数等の合理的な基準により配
分
　 ※   平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産の残存価額は10％（備
忘価額1円まで償却可）となっている

減価償却費は、適正に計上すること Ｂ

弾力運用は、定められた限度額を超えて
運用しないこと

Ｃ

弾力運用は、定められた対象経費に支出
すること

Ｃ

  (2)  積立資産
の目的外使用

第254号通知1(3)、(4)による目
的外使用の場合、事前に本市
（保育指導課）に協議し、承認
を得ているか

人件費積立資産、修繕積立資産、備品等購入積立資産が目的外に取り崩され
ていないか確認
事前に本市（保育指導課）に協議の上、承認を得ているか確認

各種積立金を目的外に使用する場合は、
事前に本市（保育指導課）の承認を得るこ
と

Ｃ

第254号通知1(6)による目的外
使用の場合、事前に本市（保育
指導課）の承認（設置主体が学
校法人の場合は、理事会の承
認）を得ているか

事前に本市（保育指導課）に協議の上、承認を得ているか確認（設置主体が社
会福祉法人又は学校法人の場合は、事前に理事会の承認を得ているか確認） 各種積立金を目的外に使用する場合は、

事前に本市（保育指導課）の承認（設置主
体が学校法人の場合は、理事会の承認）
を得ること

Ｃ

積立資産（積立金）の目的外の
使途は適正か

資金収支計算書等、貸借対照表等から確認
取崩した各種積立資産（積立金）は、適切
な使用目的に使用すること

Ｃ

  (3)  前期末支
払資金残高の
取崩し

前期末支払資金残高の取り崩
しは、経常収入計(予算額）の
3％を超えていないか

Ｈ27年府子本第254号3-(1) 資金収支計算書等から確認
前期末支払資金残高の取り崩しは、事前
に本市に協議を行うこと

Ｃ

第254号通知3(2)に定める経費
を支出する場合、本市（保育指
導課）に事前の承認（設置主体
が学校法人の場合は理事会承
認）を得ているか

Ｈ27年府子本第254号3-(2) 資金収支計算書等から確認
保育指導課に確認 第254号通知3(2)に定める経費を支出する

場合、本市（保育指導課）に事前の承認
（設置主体が学校法人の場合は理事会承
認）を得ること

Ｃ

取崩した前期末支払資金残高
の使途は適切か

取崩した前期末支払資金残高は、適切な
使用目的に使用すること

Ｃ

　(4)　当期末支
払資金残高

当期末支払資金残高が運営費
収入の30％以下となっている
か

Ｈ27年府子本第254号3-(2)
Ｈ27年府子本第256号問21

資金収支計算書等から確認
将来発生が見込まれる経費を計画的に積
み立てる等、運営費収入の30％以下の保
有とすること

Ｂ

Ｈ27年府子本第254号1-
(3)、(4)、(6)
Ｈ27年府子本第255号5
Ｈ27年府子本第256号問8

第254号通知に定められた限
度額の範囲内で、定められた
対象経費に支出されているか

Ｈ27年府子本第254号1-
(4)、(5)及び別表2・別表3、
別表4・別表5

資金収支計算書等から確認13  運営費弾
力運用
　　【保育園】
  (1)  改善基礎
分相当額等の
支出
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